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により納付すべき本税

殿 印
税務署長

年分所得税及び復興特別所得税の加算税の賦課決定通知書

年年分所得税及び復興特別所得税の

に対する加算税について、次のとおり賦課決定します。

月 日の

○ 　加重分等の過少（無）申告加算

税がある場合には、付表で計算し

この結果、この通知により新たに納付すべき加算税の額は、下の表の太い枠内のようになります。

①
加 算 税 の 基 礎
と な る 税 額

円

② 加 算 税 の 割 合 た加算税の額が③欄に移記してあ

ります。

③
加 算 税 の 額
（ ① × ② ）

重 加 算 税

円

％
申 告 加 算 税

⑥
加 算 税 の 額
( ④ × ⑤ )

円

％

④
加 算 税 の 基 礎
と な る 税 額

⑤ 加 算 税 の 割 合

○　この処分の理由

04.3

( ) 枚のうち

本
表
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( )枚目 　

○

　加重分の重加算税がある場合に

は、付表で計算した加算税の額が

⑥欄に移記してあります。

○

ことになっています。

む。））又は当税務署に納付する

理店及び歳入代理店（郵便局を含

までに日本銀行（本店、支店、代

額は、 年 月 日

　この新たに納付すべき加算税の



※　納付場所…日本銀行（本店、支店、代理店及び歳入代理店（郵便局を含む。））又は当税務署
　　（一定の場合、指定を受けたコンビニエンスストアに納付を委託できます。）
　　（注）　コンビニエンスストアに納付を委託する場合には、納付書表面にバーコードが表示さ
　　　　　れている納付書が必要です。
　　　　　　利用可能なコンビニエンスストアについては、バーコードが表示されている納付書の
　　　　　裏面でご確認ください。

※　更正、決定又は加算税の賦課決定（以下「更正等」といいます。）によりその確定申告期限か
　ら１年を経過した日以後に納付すべき税額が確定した場合で、その更正等により新たに確定した
　部分の税額につき、一時に納付することができない理由があると認められること、その更正等の
  通知書が発せられた日の翌日から起算して１月を経過する日までに申請があることなどの一定の
  要件を満たす場合は、その納付することができないと認められる金額を限度として、その納期限
　（この通知により新たに納付すべき税額の納期限）から１年以内の期間に限り、納税の猶予が受
　けられます。
　　また、納税の猶予が受けられない場合でも、更正等に係る国税を一時に納付することにより、
　事業の継続又は生活の維持を困難にするおそれがあると認められること、その納期限から６月以
　内に申請があることなどの一定の要件を満たすときは、その申請の日等から１年以内の期間に限
　り、換価の猶予が受けられます。


